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概要
長基線 ·加速器ニュートリノ振動実験である T2K(Tokai to Kamioka)実験は茨城県東海村

にある大強度陽子加速器施設 (J-PARC)より生成されるミューニュートリノ、および反ミュー
ニュートリノを 250 km 離れた岐阜県神岡市にある水-チェレンコフ型検出器スーパーカミオ
カンデに打ち込み、そのニュートリノ振動を精密に測定している。現在、2010 年から続く観
測データからニュートリノ振動において物質 · 反物質に違いがあることをを 95% の信頼度で
示す結果を得ている。将来的に CP 対称性の破れを信頼度 99.7% 以上の精度で検証するべく
様々な改良が行われている。
その一つとして炭素標的に当てる陽子ビームの大強度化によって観測されるニュートリノ
を増やすアップグレードが現在進行中である。大強度の陽子ビームを安全に運転するために、
多数のビームモニターが設置されているが、大強度化に伴ってはビームモニター自身の低損
失化が必要となっている。そこで、低損失なビームモニターの一つである、Beam Induced

Fluorescence(BIF)モニターの研究 ·開発が現在進められている。
本論文では BIFを T2K実験の陽子ビームラインに導入する上で重要となる、圧力系構築の
ための研究を行った。第 1章ではニュートリノについて、第 2章ではニュートリノ振動につい
て解説をする。第 3章では T2K実験の全体について解説し、続く第 4章で T2K実験におけ
る陽子ビームラインと BIF 圧力系の概要を述べる。第 5 章からはテストチェンバーを用いた
実験について解説し、第 6 章では流量測定、第 7 章では平衡圧力測定の結果について報告す
る。第 8章はこれらから決定された実行排気速度について述べる。第 9章ではパルスバルブを
用いた実験の結果と解析について述べ、第 10 章では動的な圧力に関するシミュレーション結
果についても報告する。
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1 ニュートリノ
ニュートリノは電荷を持たない中性レプトンとして、３世代 (電子ニュートリノ、ミューニュー
トリノ、タウニュートリノ)およびその反粒子 (反電子ニュートリノ、反ミューニュートリノ、反タ
ウニュートリノ)の計 6種類が知られている。ニュートリノはW.Pauliによって β 崩壊時の電子
エネルギースペクトルを説明するために導入された [1]。F.Reinesと C.Cowanの原子炉実験によ
り、反電子ニュートリノ (ν̄e)が発見された [2]。さらに、L.Lederman, M,Schwartz, J.Steinberger

の加速器ミューオンの崩壊由来のミューニュートリノ (νµ)が発見され [3]、DONUT実験によっ
てタウニュートリノ (ντ)も検出された [4]。さらに LEPによる Zボソンの崩壊幅測定実験 [5]に
より、弱い相互作用をするニュートリノの世代数は 3とされた。

1.1 ニュートリノ振動

ニュートリノ振動とはニュートリノが飛行中にそのフレーバーを変化させて、初期とは異なる
フレーバーで観測される現象である。ニュートリノのフレーバーは３種類 |να⟩ (α = e, µ, τ)存在す
るが、これらが質量の固有状態 |νi⟩ (i = νm1

, νm2
, νm3

)の混合によって表されているために起きる。
つまり、

|να⟩ =
∑
i

Uα,i |νi⟩ (α = e, µ, τ) (1.1)

である。Uは Pontecorvo-Maki-Nakagawa-Sakata(PMNS)行列 [6]である。簡単のため、2成分
(νe, νµ)で表示した時 Uは以下のように表される。[

νe
νµ

]
=

[
cos θ sin θ
− sin θ cos θ

] [
νm1

νm2

]
(1.2)

この時のミューニュートリノから電子ニュートリノの出現確率は

P(νµ → νe) = | ⟨νe |νµ(t)⟩ |2 = |
∑
i

Ue,ie−iEi t ⟨νe |⟩ |2 = P(νµ → νe) = sin2(2θ) sin2 ∆m2L
4E

(1.3)

となる。ここで ∆m2、L、Eはそれぞれ質量固有状態における質量 m1、m2 の二乗差、ニュートリ
ノの飛距離、ニュートリノのエネルギーを表す。
ニュートリノは 3世代のため、3世代間の混合は３つの混合パラメータ θ12, θ23, θ13 および CP

非対称性を示す位相パラメータ δCP を用いて

U =

1 0 0
0 cos θ23 sin θ23
0 − sin θ23 cos θ23




cos θ13 0 sin θ13e−iδCP

0 1 0
− sin θ23eiδCP 0 cos θ23



cos θ12 sin θ12 0
− sin θ12 cos θ12 0

0 0 1

 (1.4)

と表される。ニュートリノの発生後、ある時間 tにおける位相の時間発展は

|να(t)⟩ =
∑
i

Uα,ie−Ei t |νi⟩ (1.5)
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となる。そこで時間 tだけ飛行したニュートリノ να が να′ に変化している確率は

P(να → να′) = | ⟨να′ |να(t)⟩ |2 =
�����∑

i

Uα,ie−iEi tU∗
α′,i

�����2 =∑
i,i′

Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′ei(Ei′−Ei )t (1.6)

となる。さらにニュートリノの運動量 p、質量固有値を mi、飛距離 Lを使って相対論的近似 Ei ∼ p

、t ∼ L を用いると、以下のようになる。

Ei′ − Ei =

√
p2 + m2

i′ −
√

p2 + m2
i ∼

m2
i′ − m2

i

2Ei
(1.7)

∴ P(να → να′) =
∑
i,i′

Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′e

i
m2

i′ −m
2
i

2Ei
L
=
∑
i,i′

Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′e

i
∆m2

i, i′
2Ei

L
. (1.8)

ここで m2
i′ − m2

i = ∆m2
i,i′ とした。この確率の式を実部と虚部に分けた時、

P(να → να′) = δα,α′ − 4
∑
i>i′

Re[Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′] sin2

∆m2
i,i′

4Ei
L

+ 2
∑
i>i′

Im[Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′] sin

∆m2
i,i′

2Ei
L

(1.9)

となり、反ニュートリノにおける振動の様子は U → U∗ によって置き換えられる。そのため、U

の虚数成分がそのまま反ニュートリノとニュートリノの振動の差になる。

P(ν̄α → ν̄α′) = δα,α′ − 4
∑
i>i′

Re[Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′] sin2

∆m2
i,i′

4Ei
L

− 2
∑
i>i′

Im[Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′] sin

∆m2
i,i′

2Ei
L

∴ ACP = P(ν̄α → ν̄α′) − P(να → να′) =4
∑
i>i′

Im[Uα,iU∗
α′,iU

∗
α,i′Uα′,i′] sin

∆m2
i,i′

2Ei
L.

(1.10)

U の虚数成分は δCP 位相部分が寄与する。そのため、ニュートリノ振動の δCP 測定によって
ニュートリノにおける CP対称性の破れの物理を検証可能である。

2 ニュートリノ振動の歴史
ニュートリノ振動の研究は太陽ニュートリノの観測から始まる。太陽からの電子ニュートリノフ
ラックスは、太陽標準模型の予測に対して少ないことが様々な検出器の観測結果で得られた。これ
ら太陽標準模型からの予測に対するニュートリノフラックスの欠損を太陽ニュートリノ問題と呼
ぶ。この発見からニュートリノ振動に関する実験的な研究が始まった。その後、大気ミューニュー
トリノにも同様に振動による欠損が発見され、ニュートリノ振動の確定的な証拠となった。以降、
ニュートリノ振動を測定している実験は以下の 4種に大別される。
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2.1 ニュートリノ振動の証拠

• 太陽ニュートリノ振動実験
太陽からやってくる電子ニュートリノを観測する実験。

• 大気ニュートリノ振動実験
宇宙線と大気の衝突によって発生するミューニュートリノを観測する実験。詳しくは次節で
述べる。

• 原子炉ニュートリノ振動実験
原子炉から発生する反電子ニュートリノを使って、ニュートリノ振動を測定する実験。

• 加速器ニュートリノ振動実験
加速器から生成する人工ミューニュートリノを使って、ニュートリノ振動を測定する実験。
自然源のニュートリノ実験と比べてエネルギーを選択しての実験が可能である。

表 1 各振動パラメーターの値 [7]

振動パラメーター 値
∆m2

12 7.53 ± 0.18 × 10−5[eV2]
sin2 θ12 0.307+0.12−0.13
∆m2

23 2.52 ± 0.05 × 10−3[eV2](逆階層)

2.45 ± 0.05 × 10−3[eV2](順階層)

sin2 θ23 0.50 ± 0.04(逆階層)

0.51 ± 0.04(順階層)

sin2 θ13 2.10 ± 0.10 × 10−2

θ12、∆m12 は太陽ニュートリノ実験 (Super-Kamiokande 実験、SNO 実験)。θ23、∆m23 は大気
ニュートリノ (Super-Kamiokande 実験) θ13 は加速器 (K2K 実験 [8]、T2K 実験 [9]、NOνA 実
験 [10])・原子炉ニュートリノ (KamLAND 実験 [11]、Double Chooz 実験 [12]、Daya Bay 実
験 [13])のニュートリノ振動から測定されている。

2.1 ニュートリノ振動の証拠

ニュートリノ振動の決定的な証拠とされたのが、スーパーカミオカンデによる大気ニュートリノ
振動である。宇宙線と大気中の分子との衝突によって π粒子などが生成し、その崩壊の過程で発生
したミューニュートリノが地表に降り注いでいる。また、ミューオンの崩壊によって電子ニュート
リノも発生している。

π± → µ± + νµ(ν̄µ)
µ± → e± + νe(ν̄e) + ν̄µ(νµ)

これらの反応式からニュートリノの生成比は νe : νµ において 1:2と考えられる。しかし、観測結
果はおよそ 1:1.2とミューニュートリノの数が少ないことが判明している [14]。さらに検出された
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2.2 ニュートリノ振動の研究

図 1 スーパーカミオカンデで観測された大気ニュートリノの天頂角分布 (黒点)とシミュレー
ションによる予測 (網掛けは振動なし、破線は振動あり)。[15]cosΘ < 0 は天底から天頂方向、
cosΘ > 0は天頂から天底方向を示し、(a)、(b)は 1330 MeV以下の電子、ミューオンを放出
した事象数、(c)、(d)は 1330 MeV以上の電子、ミューオンを放出した事象数のヒストグラム
である。

大気ニュートリノの天頂角分布についても調べられ、検出器の上方 (天頂)からやってくるミュー
ニュートリノに比べて、下方 (天底)からやってくるミューニュートリノの数が少ないことが判明
した (図 1)。下方からやってくるミューニュートリノは地球を通してやってくることになり、飛行
中に別のフレーバーへと振動していることが確かめられた。

2.2 ニュートリノ振動の研究

ニュートリノ振動のさらなる証拠を得るため、KEKの加速器から発生する人工ミューニュート
リノを用いた振動実験、K2K実験 (図 2)が行われた。発生したミューニュートリノは 250km離
れた岐阜県神岡市にあるスーパーカミオカンデに打ち込まれ、ニュートリノ振動によって他フレー
バーへと変化する。振動なしの場合、151±11のミューニュートリノ事象が期待されるが、観測結
果は 108事象で振動によるミューニュートリノ消失を 2004年に統計的に確認した (図 3)。また、
ここから推定される振動パラメータも大気ニュートリノ振動とほぼ一致することが確かめられた。
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2.3 ニュートリノ振動研究の現状と課題

図 2 K2K実験
図 3 K2K 実験におけるミューニュートリノ
の観測結果 (誤差付き黒点) と振動なしでの予
測 (青の破線)、および振動ありでの最適フィッ
ト結果 (赤の線) [16]。振動がある場合にのみエ
ネルギー分布に歪みが見らる。なお、ここでは
108 事象のうちチェレンコフリングが 1 つだけ
の 56個の事象について解析に使用している。

2.3 ニュートリノ振動研究の現状と課題

図 4 ニュートリノの質量階層性。
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2.3 ニュートリノ振動研究の現状と課題

ニュートリノ振動が確定的となった現在、ニュートリノに質量が存在することは確実となって
いる。振動実験では質量の二乗差しか測定できないため、質量の直接決定には別の方法が必要と
なる。例として β 崩壊におけるニュートリノレスダブルベータ崩壊 (0νββ) の観測などがある。
ニュートリノレスダブルベータ崩壊実験はニュートリノがマヨラナ性を持つかどうかの検証にも
有効なため、各地で測定が行われている。一方、振動実験でも二乗差の符号から質量の階層性を決
定することができ、現在までに質量固有値 (m1、m2、m3) のうち m2

2 > m2
1 であることがわかって

いる。この時、m2
3 > m2

2 > m2
1 を順階層、m2

2 > m2
1 > m2

3 を逆階層と呼ぶ。このどちらが正しいか
は、現在未解明である (図 4)。また、前述したニュートリノにおける CP非対称性もまだ未確定で
ある。CP非対称性がニュートリノにも存在するなら、宇宙の歴史における物質 ·反物質非対称性
を説明しうる可能性があり、素粒子物理学上における最大の課題となっている。
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3 T2K実験
T2K(Tokai-to-Kamioka)実験 [9]とは、茨城県東海村の J-PARC施設の陽子加速器から生成さ
れる (反)ミューニュートリノビームを、岐阜県神岡市にあるスーパーカミオカンデに打ち込んで
ニュートリノ振動を観測する、長基線・加速器ニュートリノ振動実験である。現在の目標は δCP の
精密測定である。ニュートリノビームラインの概観を図 5に示す。

図 5 T2K実験におけるニュートリノビームラインの概略図

3.1 J-PARC(Japan Proton Accelerator Research Complex)

J-PARC施設は LINAC、3GeVシンクロトロン (Rapid Cycle Synchrotron: RCS)、30GeVシ
ンクロトロン (Main Ring: MR)により 30GeVまで陽子を加速することができる。T2K実験では
MRから 30 GeVで 2.48秒ごとに供給される陽子を炭素標的に打ち込んでいる。施設の概観を図
6に示す。

図 6 J-PARCの加速器
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3.2 一次ビームライン (Primary Beam Line)

3.2 一次ビームライン (Primary Beam Line)

図 7 一次陽子ビームラインとビームモニター

MRから陽子を取り出し、炭素標的まで運んでいる区間を一次ビームラインと呼ぶ。詳細は後述
するが、最終的な強度は 2018年７月時点でおよそ 485 kWである。一次ビームラインには多数の
ビームモニターが設置されており (図 7)、陽子ビームの実測及び監視を行っている。その機能を以
下に簡潔にまとめる。

• CT(Current Transformer)

強磁性体をコアにしたトロイダルコイルでできているビームモニター。ビームを一次電流と
して二次電流がコイルを流れることで、ビームの強度を測定する。ビームの時間構造も測定
できる。

• ESM(Electrostatic Monitor)

4 つの電極プレートにビームで誘起された電荷の重心位置からビームの位置を求めるモニ
ター。

• SSEM(Segmented Secondary Emission Monitor)

Tiホイルで構成される。詳しくは 4章で述べる。
• BLM(Beam Loss Monitor)

Arベースのビームモニターで、陽子ビームのロスを測定し、閾値を越えるとビーム停止信
号をだす。

3.3 二次ビームライン (Secondary Beam Line)

一次ビームラインから送られてきた陽子は炭素標的へ打ち込まれ、主に π 粒子を生成させる。
ニュートリノは電荷を持たないため、π 粒子の時点でホーンと呼ばれる電磁石で収束させられる。
収束された π 粒子は約 280mの崩壊領域 (decay volume)で崩壊し、ニュートリノを生成させる。
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3.4 ニュートリノ検出器

図 8 二次ビームライン

崩壊しなかった π 粒子はビームダンプ (beam dump)で止められる。図 8にその概要を示す。

3.4 ニュートリノ検出器

図 9 前置検出器群 ND280と INGRIDの位置関係

ニュートリノ振動は発生源近くでの検出と振動後に相当する遠方での検出の二検出器によって観
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3.4 ニュートリノ検出器

測される。また、検出器の位置は off-axis 法によってニュートリノビーム中心から 2.5◦ ずれた位
置に設置されている。これは T2K 実験によって初めて採用された。T2K 実験では発生源近くの
前置検出器 (Near Detector)は ND280(図 10)と INGRID(図 11)と呼ばれる 2つの検出器によっ
て構成されている。

3.4.1 ND280

炭素標的から 280m下流に置かれたニュートリノ検出器。

図 10 ND280の構造

• UA1

荷電粒子を曲げるための磁場 (0.2 T)を発生させる巨大な電磁石。
• P0D(π0 Detector)

鉛板、水標的、シンチレーターのサンドイッチ構造からなる検出器。水との反応によって π0

粒子の生成を伴うニュートリノ反応を検出する。
• TPC(Time Projection Chamber)

荷電粒子の飛跡を捉え、そこから運動量を求める検出器。反応で発生した荷電粒子の同定や
落としたエネルギーを測定する。

• FGD(Fine Grained Detector)

ニュートリノと反応を起こして荷電粒子を発生させる検出器。2種類の FGDが用意されて
おり、前方 (ビームの上流側)には積層シンチレーターが、後方 (ビームの下流側)にはシン
チレーターと水標的のサンドイッチ構造をした検出器が置かれている。主に反応点付近の粒
子の検出やニュートリノと水の反応断面積測定に使われる。

• ECAL (Electromagnetic Calorimeter)

発生した電子や光子に電磁シャワーを起こさせてエネルギーを測定する電磁カロリメー
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3.4 ニュートリノ検出器

ター。シンチレーターと鉛薄膜のサンドイッチ構造となっており、P0D の外側および
ND280の最下流に設置されている。

• SMRD (Side Muon Range Detector)

UA1 磁石の鉄層の間に挟まれたシンチレーター。主に FGDで大角度で散乱されたミュー
オンの飛跡検出を行い、エネルギーの再構成を行う。

3.4.2 INGRID

図 11 INGRIDの全体図

INGRIDはビーム軸中心に置かれている検出器である。その役目はビーム軸上のニュートリノ
を検出し、ニュートリノビームの方向、イベントレートを監視することである。検出器は 11台の
検出器モジュールが十字の形に配置されており、非十字の所にも 2台設置されている。一つの検出
器モジュールは鉄 9層とシンチレーター 11層が交互に並んでいる構造をしている。鉄を標的にし
てニュートリノとの反応で生成される荷電粒子をシンチレーターで検出する。各モジュールからの
ニュートリノイベント数からビーム軸中心が求められる。

3.4.3 off-axis法
前述したように ND280 とスーパーカミオカンデ検出器はニュートリノビーム軸から 2.5◦ ずれ
た位置に設置されている。これにより、エネルギー分布の狭いニュートリノが得られるようになっ
ている。 π 粒子が図 12のように崩壊するとき、ニュートリノのエネルギーについては

Eν =
m2

π − m2
µ

2 (Eπ − pπ cos θ)
(3.1)
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3.4 ニュートリノ検出器

π±(Eπ, pπ,mπ)

Eν

µ±

θ

図 12 π 粒子の崩壊 (実験系)

図 13 ニュートリノエネルギーの角度依存性

となる。この時ニュートリノの飛び出す角度 θ が有限の場合、π 粒子のエネルギーに依らないよう
になる (図 13)。これにより様々な運動量を持つ π 粒子が生成したとしても、エネルギーの揃った
ニュートリノビームが得られることになる。

3.4.4 後置検出器 (スーパーカミオカンデ)

図 14 スーパーカミオカンデの外観

振動後のニュートリノを遠方で測定する後置検出器 (Far Detector: FD)として機能しているの
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3.4 ニュートリノ検出器

が、岐阜県神岡市にある水チェレンコフ型検出器スーパーカミオカンデ (Super Kamiokande: SK)

である。SKの概観図を図 14に示す。直径 39.3 m、高さ 41.4 m、50 ktの超純水で満たされた円
筒形の二重構造内側に観測用の光電子増倍管が 11,129本 (Inner detector: ID)、外側に Veto用と
して 1885本 (Outer Detector:OD)が設置されている。 ニュートリノ反応の検出はニュートリノ

図 15 チェレンコフ光の原理

図 16 ニュートリノイベント (CCQE反応)の例。左がmuon-likeなイベント、右が electron-

likeなイベント。

と水の反応で出される荷電粒子のチェレンコフ光が利用される。チェレンコフ光の角度は荷電粒子
の速度と光速度の比 β = v/c を用いて β > 1

n の時、cos θ = 1
nβ の方向に円錐状に放出される (図

15)。ここで nは水の屈折率である。リング状に広がったチェレンコフ光を観測することで粒子の
反応点、運動方向、粒子識別やエネルギーの再構成を行っている。T2K実験では J-PARCからの

16



3.5 T2Kの現況と課題

ニュートリノを識別するため、ニュートリノ射出時刻と観測時刻がニュートリノの飛行時間と等し
い信号を解析に使用している。時刻同期には GPS(Global Positioning System)が使われている。
その中でも荷電カレント準弾性散乱 (Charged Current Quasi-elastic: CCQE)反応が主な測定対
象となる。CCQEの例を図 16に示す。

3.5 T2Kの現況と課題

T2K の結果について述べる。T2K 実験は 2010 年 1 月からデータの取得を開始し、2013 年に
(νµ → νe) の振動証拠を得た (図 17)。 さらに、2016 年 5 月まで反ミューニュートリノを用いた

図 17 2013年の出現電子ニュートリノの結果。

図 18 δCP の結果 (2018年 5月時点までのデータによる)。[17]

ニュートリノ振動 (ν̄µ → ν̄e)実験を行い、双方合わせて約 15 × 1020POT(Proton on Target)の
データを取得した。現在までに νµ および ν̄µ における CP非保存 (δCP=0,π)を 90%信頼度で棄
却する結果を示している。2018年 5月時点での δCP 結果を図 18に示す。2σ(=95%)の信頼度で
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3.5 T2Kの現況と課題

CP対称性の破れがあることを示唆している。現在のデータ量は当初の目標の約 30%に達してい
るが、CP非保存の検証を 3σ(=99.7%)で行うため、データの増量を目指している。具体的には当
初の目標の 2.5倍、現在の 9倍にあたる POTを得ることを目標にしている。そのために T2Kで
計画されているアップグレードは以下の通りである。

• 陽子ビームの増強
MRから供給される陽子の数を増やし、取り出し間隔を現在の 2.48秒から 1.16秒まで短く
することで、最終的に 1.3 MWまで陽子ビームを増強し、発生するニュートリノを増加さ
せる。

• 前置検出器の改良
ND280にはアクセプタンスが小さく反応点付近の分解能が大きいという課題がある。これ
らを改善し系統誤差を小さくすることで、観測されるニュートリノイベントの識別精度を上
げる。
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4 J-PARC陽子ビームラインと BIF Monitor

4.1 一次ビームラインの構造

図 19 一次ビームライン

一次ビームライン (図 19)はビームの取り出し口にあたる Preparation Section、神岡方向へ陽
子ビームを曲げる超伝導 (Arc Sectionもしくは Super Conductivity: SC)部、陽子ビームを収束
する最終収束 (Final Focus: FF)部から構成されている。ビームパイプは全長およそ 250 mで直
径 200 mm、内部はビームロスを避けるために高真空に保たれており、FF部でおよそ 5 × 10−5∼−6

Pa、超伝導を維持するために低温環境である SC部分で 10−7∼−6 Paに保たれている。

4.2 一次ビームラインのビームモニター (SSEM)

一次ビームラインに存在するビームモニターである SSEM(図 20)は、陽子ビームの位置や幅の
実測を行っており、計 19 台存在する。SSEM は厚さ 5µm の Ti 箔にビームが当たり、その時に
発生する二次電子の信号強度からビーム測定を行っている。ビーム増強時に問題となってくるの
がビームロスの増加である。SSEM はその構造からビームを遮る形で置かれるため、強度比にし
て SSEM 一台当たり 10−5 ほどの比較的大きな損失が発生する。そのため実験時には、ターゲッ
ト直前の 19 台目を除く全ての SSEM がビームラインから退避するようになっている。大強度化
に伴って SSEMの寿命短縮や損傷の恐れがあるため、低損失なビームモニターが必須とされてい
る。そこで、極めてビームロスの少ない非破壊型のビームモニターの候補として、Beam Induced

Fluorescence (BIF)モニターの開発が進められている。
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4.3 BIF monitor

図 20 SSEMの構造と原理

4.3 BIF monitor

図 21 BIFの模式図とパルス的供給

BIF の概念図を図 21 に示す。BIF は陽子とビームライン上の残留分子 (主に窒素ガス分子) と
の相互作用から放出される蛍光を利用している。しかし、実際にビームを観測するには課題があ
る。そのうちの一つに光量の確保がある。J-PARCでの BIFは FF部 (SC出口から 12.5m下流)

に設置予定だが、FF部の圧力である 10−5∼−6 Paでは 2 × 1014 個の陽子から 1光子以下しか観測
されないと予測されている。SSEMと同等以上の測定精度を出すためには、1000光子以上の光量
を確保する必要がある。そのため、圧力を 10−2 Paまで上昇させる必要がある。この場合でもビー
ム損失は極めて低い (10−9 以下)とされている。さらに、単純にガスを連続的に導入して圧力を上
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4.4 パルス的供給

昇させただけでは、ビーム上流部分の SC部への流入量が許容できなくなる (10−4 Pa·L/s以下)こ
とが、圧力の平衡状態の計算からわかっている。平衡状態で予想される圧力上昇から、少なくとも
単位時間当たりのガス量を 5%以下にすることが望ましいと考えられている。そこで、パルス的に
ガスを導入するパルス的供給の構築を目指している。

4.4 パルス的供給

陽子ビームは将来的に 1.13 sごとにやってくるようになる。この時ビームの時間幅はおよそ 5µs

である。パルス的供給とは陽子がやってきている間は圧力を上昇させ、その他は下げておく方法
である。この方法は使用総ガス量を抑えつつ圧力を確保することが可能であると考えられる。し
かし、

• パルスでガスで導入させる方法は今までに例がなく実際にどうのような変化をするか不明で
ある。

• このような動的な圧力制御で重要なのは、入れるガス量とその排気速度であると考えられる
が、実際に測定して検証する必要がある。

ため、どのような圧力変化をするかは未知数である。そこで、このような BIFチェンバーの圧力
系構築のため、測定と理解をテストチェンバーを用いた動的な圧力に関する真空実験を行った。

4.5 実験目的

パルス的に流入するガス流量とその排気速度によって理論的には圧力変化が予測できると考えら
れている。そこで、平衡状態に関する真空実験を行って、テストチェンバーの排気速度を決定する
ことを最初の目標とした。次にパルス時の流入量についても測定し、排気速度と合わせて圧力変化
予想の作成を行った。パルス的供給は J-PARC陽子ビームラインのような真空系においては初め
ての事例となる。圧力パルスそのものについて、テストチェンバーでの実測を行うこともを目的と
した。圧力パルスの予想との比較を行い測定や理解に必要な事項について考察した。

5 テストチェンバーを用いた実験
5.1 装置

テストチェンバーの外観と模式図を図 22、図 23 に示す。 テストチェンバーは全長およそ 1m

で以下の機器が取り付けられている。

• 真空計 (ゲージ)

大きく分けて低真空用 (105∼−2 Pa)と高真空用 (100∼−6 Pa)の真空計を使用している。低真
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5.1 装置

図 22 テストチェンバーの側面

図 23 テストチェンバーの模式図 (上面)

空用としてクリスタルゲージ (105∼−2 Pa) とピラニーゲージ (105∼−2 Pa) を使用している
(図 24)。後述するが、主に真空ポンプを停止して行う実験にて使用する。ポンプを作動さ
せての測定には高真空用の熱陰極型電離真空計 (10−2∼−6 Pa) と冷陰極電離真空計 (100∼−6

Pa)を使用している (図 25)。冷陰極電離真空系は真空ポンプ正面とガス供給部付近の 2箇
所に同じタイプのものを設置している。

• 真空ポンプ
粗排気用のロータリーポンプとターボ分子ポンプ (排気速度 210 L/s)を使用している。

• ガス供給部 (図 26)

窒素ガスボンベよりパルスバルブ、バリアリークバルブを介してチェンバーへとガスが供給
される。窒素ボンベからはレギュレーターを通して 0.2 MPaで窒素ガスが供給されている。
パルスバルブは専用のコントローラーの制御を受けて数百マイクロ秒の単位でバルブを開閉
し、ガスを導入する。
バリアブルリークバルブは手動のノブを回して内部のバルブを開閉し、手動でガス導入量を
コントロールできるバルブである。ノブを回転させる量によって流量が連続的に変化する。
そのため、任意のセッティングにノブ回をすことで常に同じ流量が得られるようになって
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5.2 排気速度の測定

図 24 低真空用真空計 (左がクリスタル、右がピラニー)

図 25 高真空用真空計 (左が冷陰極、右が熱陰極)

いる。

5.2 排気速度の測定

チェンバー内の圧力 Pの時間変化は排気方程式で表される。

V
dP
dt
= −SP +Q (5.1)

Vはチェンバーの体積、Sは排気速度、Qは流量である。チェンバーへ導入されるガス流量を求め
るには S=0、すなわち、ポンプを止めた状態でガスを導入した時の圧力変化がそのまま流量になる
(図 27)。

Q = V
dP
dt

(5.2)

さらに、ポンプを作動させたまま連続的にガスを導入した時、圧力はあるところで変化しなくなる
(図 28)。この時の圧力を平衡圧力とよび、Qと Sとは

P =
Q
S

→ Peq =
Q

Se f f
(5.3)
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5.2 排気速度の測定

図 26 ガス供給部

図 27 流量測定実験時のセットアップ

で結び付けられる。ここで Se f f はチェンバーの形状や測定位置による実効排気速度である。実際
の実験ではこの実行排気速度を流量と平衡圧力のプロットから求める。実行排気速度を決定するた
めに以下のようにして実験を行った。

⟨
流量の測定

⟩
(1) ロータリーポンプを作動させ、∼ 1 Paまでテストチェンバーを排気した。

(2) バリアブルリークバルブを一定量開いて、ポンプを止めた。

(3) 上流のパルスバルブを 3分間開いてガスをチェンバーに導入し、圧力の上昇を測定した。
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5.3 パルス的供給時の圧力変化

図 28 平衡圧測定実験時のセットアップ

(4) (1)∼(3)を 5つのセッティングに対して行った。

⟨
平衡圧力の測定

⟩
(1) ターボ分子ポンプを作動させ、10−5 Paまでテストチェンバーを排気した。

(2) ポンプを止めないでバリアブルリークバルブを一定量開いた。

(3) 上流のパルスバルブを 3分間開いて、ガスをチェンバーに導入し、平衡圧力を測定した。

(4) (1)∼(3)を 5つのセッティングに対して行った。

5.3 パルス的供給時の圧力変化

排気速度の決定後、パルス供給による圧力変化を測定した。まずパルス圧力予測のためにパルス
バルブによる流量の測定を行った (図 29)。

(1) ターボ分子ポンプでチェンバー 10−5Paを排気した。

(2) バリアブルリークバルブを全開にした。

(3) パルスバルブを 3分間隔で 10回、数百 µ秒 (300∼600 µs)開けた時の圧力変化を測定した。

この時の流量 Qpulse は、10回分の圧力上昇を ∆P、パルスバルブの開時間を ∆t として

Qpulse =
∆P

10 × ∆t
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5.3 パルス的供給時の圧力変化

図 29 パルス流量測定時のセットアップ

と定義した。次に、高真空下におけるパルスバルブを用いたパルス的供給時の圧力変化を測定した
(図 30)。

図 30 圧力パルス測定時のセットアップ

(1) ロータリーポンプでチェンバーを ∼1 Paまで排気した。

(2) バリアブルリークバルブを全開にして、ポンプを止めた。

(3) パルスバルブを 20秒間隔で 10回、指定した時間 (300∼600　 µs )だけ開けてガスを導入
し、圧力上昇を測定した。
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6 流量測定の結果と誤差評価
最初に低真空真空計の較正を行った。較正方法は以下の通りである。

(1) チェンバーと真空計の接続部分を緩めてチェンバー内部を大気圧解放した。

(2) ピラニー真空計とクリスタル真空計の表示値を大気圧 (105 Pa)を示すように調節した。

(3) 次に真空計との接続部分をしっかりと締めて真空ポンプを作動させ、それぞれの測定下限値
(ピラニーゲージは 5 × 10−2 Pa、クリスタルゲージは 10−2 Pa) 以下まで排気する。

(4) 冷陰極電離真空計で充分に圧力が低いことを確認したら、低真空真空計の表示値を下限値以
下の表示になるように調整した。

(5) 真空ポンプを止めて窒素ガスを大気圧付近までゆっくり流入させた。

(6) (1)∼(6)を真空計の表示値が正しい値を示すまで繰り返した。

真空計はいずれも圧力が電圧に変換されて出力されており、その電圧をデータロガーを用いてリア
ルタイムで見ることができる。そのため大気圧と測定下限値に対応する基準の電圧を出力するよう
に調整した。その結果を以下の表 2に示す。4回目の調整で２つの低真空用真空計の出力値がほぼ

表 2 真空計の出力電圧の推移
真空計 　基準出力値 [V] 1回目の出力値 [V] 2回目の出力値 [V] 　 3回目の出力値 [V] 4回目の出力値 [V]

ピラニー 10.005(105 Pa) 10.013 9.963 9.954 10.005

1.926(5 × 10−2 Pa) 1.926 1.953 1.927 1.927

クリスタル 8.005(105 Pa) 7.998 8.008 8.005 8.005

1.004(10−2 Pa) 1.003 1.004 1.004 1.004

基準の出力値と一致したので、この状態で流量測定に用いた。以下に流量測定時における圧力変化
の例を示す。圧力変化についてほとんど線形に推移しているため、線形フィットによって傾きを求
めて dP/dtの値とした。フィットの範囲は後述する真空計の差異が小さくなる 140-160秒間を選
んだ。また、測定の誤差については表 3の時間分解能とカタログ値を参照して、測定点の各点につ
け、各フィットパラメータの誤差はそこからの計算によって算出した。しかし、χ2 の値が小さす
ぎた (0.05 ∼ 0.01)ため、誤差としては適切でないことが考えられる。誤差の検討のため、さらに
8回の追加測定を行った。
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6.1 手動リークバルブによる誤差

図 31 クリスタルゲージでの圧力測定結果 図 32 ピラニーゲージでの圧力測定結果

表 3 低真空用真空計の性能

真空計　 時間分解能 測定圧力精度
クリスタルゲージ　 50 ms ±20% (0.1 ∼ 1Pa)

±15% (> 1Pa)
ピラニーゲージ 50 ms ±20% (0.1 ∼ 1Pa)

±15% (> 1Pa)

6.1 手動リークバルブによる誤差

計 9回の流量測定結果を得たところ、バリアブルリークバルブの手動に伴う誤差や供給圧力の変
化による変動が見られた。各真空計の結果を以下の図 33、図 34に示す。この誤差の大きさについ

図 33 ピラニーゲージでの流量結果 (追加含む)
図 34 クリスタルゲージでの流量結果 (追
加含む)

て、以下のように標準偏差を計算し誤差として取り扱った。平均とその誤差についてプロットした
ものを図 35に示す。

28



6.2 真空計ごとの差異

図 35 流量平均と誤差

6.2 真空計ごとの差異

バリアブルリークバルブの各セッティングごとの流量のプロットを真空計ごと得られた結果に
ついて、クリスタルゲージとピラニーゲージで差異が見られた。これは真空計の種類による誤差と
考えられる。なぜなら、チェンバー内の圧力はほぼ一様と考えられる。窒素分子の平均速度 (熱平
均速度)471 m/sからほぼ 2 msでチェンバーの端から端まで移動していることになる。のちに紹
介するが、ガスの広がりを拡散過程と捉えた場合でも 10ms以内でほぼ均一になることが計算でき
る。このため測定時間からは圧力が充分に均一な状態を得ることができていると考えられる。また
較正された２つの真空計が異なる値を示すことは圧力を別の物理量で測っていることが原因になっ
ていると考えられる。そのため真の圧力値は 2つの真空計の誤差が重なる領域に存在すると考えら
れる。真の圧力の代替として、２つの真空計の平均の中間点を採用し、真空計が示す値の差を２つ
の真空計の系統誤差として取り扱った。この時、フィットする範囲を 20-40秒、80秒-100秒、140

秒-160秒と変えた時に、2つの真空計が示す流量の比について各結果を図 36に示した。比はピラ
ニー/クリスタルでとってあり、二つの値が 1に近づくほど差異が小さいことを示す。比較した結
果、青の 140-160秒が最も 1に近くなることがわかった。そこで、140-160秒の結果を使用した。
その結果を図 37に示す。

6.3 流量のまとめ

最終的な誤差 σ はそれぞれのリークバルブや供給圧の変動による誤差 σvalve,crystal、
σvalve,Pirani、と真空計の種類差による誤差 σgauge の誤差を用いて

σ =

√
σ2
valve,crystal

+ σ2
valve,Pirani

2
+ σ2

gauge (6.1)

として代表値につけた。
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6.3 流量のまとめ

図 36 フィット範囲ごとのピラニー/クリスタルの流量比。赤が 20-40秒、緑が 80-100秒、青
が 140-160秒の範囲で線形フィットした時の流量比を示す。

図 37 流量と誤差。ピンク色がクリスタルゲージ、黄色がピラニーゲージ、黒が平均の結果と誤差を示す。

6.3.1 圧力依存性
1Paレベルでの測定を行ったが真空の種類差による誤差を避けるため、さらに低いレベルでの圧
力 (0.01 Pa)でガスを導入し、冷陰極電離真空計による圧力の上昇を測定した。その結果、圧力に
応じて傾きが異なることを発見した。図のように A(∼0.01 Pa)、B(∼0.05 Pa)、C(∼0.13 Pa)の領
域に分けて線形フィットを計算した時の流量結果を図 38に示す。
また、0.01、0.05、0.1、0.5 Paから 10秒間線形フィットした時の流量を各真空計で比較したもの
を図 39に示す。これらの結果から圧力変化が圧力に依存していることが分かった。傾きの変化を
起こしている場所が常に一定の圧力であることから、真空計が原因ではないかと考えられる。理由
については真空計自身が安定した圧力の測定を行うのに圧力に応じてエミッション電流を変化させ
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6.3 流量のまとめ

図 38 流量測定時の圧力変化 (冷陰極電離真空計の場合)

ている可能性がある。電離真空計は真空中に電圧をかけてイオン化させるための電子を飛ばす。こ
の電子電流をエミッション電流 Ie と呼ぶ。その電子が分子を電離させてイオンを陰極に集めてイ
オン電流 Ii として取り出す。この電流の大きさに分子密度が比例することを利用して圧力 Pを測
定する。つまり

Ii = SPIe ∴ P =
1

S
Ii
Ie

(6.2)

と表せる。ここで Sは感度係数と呼ばれる (次元は [Pa−1])。Ii は圧力に比例しているため、低圧
では低くなって測定しにくく (nAほど)、高圧では逆に大きくなりすぎて損傷の恐れがある。その
ため、エミッション電流を調節して、測定しやすい範囲に合わせていると考えられる。
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6.3 流量のまとめ

(a) クリスタルゲージ (b)ピラニーゲージ

(c)冷陰極電離真空計 (near) (d)冷陰極電離真空計 (far)

図 39 各真空計での圧力領域別の流量結果
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7 平衡圧力の結果と誤差評価
7.1 手動リークバルブによる誤差

平衡圧力の測定にも同様のリークバルブの手動や供給圧の変化に伴う誤差があると考えられる。
そこで 6回の測定を行って、平均と標準偏差を代表値とバルブによる誤差とした。6回の測定結果
を図 40に示す。なお、midゲージは 10−2 以上は測定できないため、圧力の高くなる部分は測定不
可となった。

真 空 計

(a) 冷陰極電離真空計 (far)
(b)　熱陰極電離真空計 (c) 冷陰極電離真空計 (near)

図 40 各場所での平衡圧力測定の結果

7.2 真空計の不定性

真空計自身の持つ誤差は以下の表のカタログ値を参照して、代表値に対してつけた。

表 4 電離真空計の不定性

真空計　 不定性
冷陰極電離真空計 (far & near) ±30%
熱陰極電離真空計 (mid) ±15%

7.3 真空計ごとの結果

平衡圧力は同じガス量をチェンバーに導入しても、実行排気速度が測定場所によって異なるため
平衡圧力に差が生じる。測定場所は以下の 3箇所であり、それらの結果を図 41に示す。最終的な
誤差 σ は流量と同様にそれぞれのリークバルブや供給圧の変動による誤差 σvalve、とゲージの種
類差による誤差 σgauge の誤差を用いて

σ =
√
σ2
valve

+ σ2
gauge (7.1)
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7.3 真空計ごとの結果

として平均値につけた。

図 41 平衡圧力の平均と誤差
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8 排気速度の決定
8.1 平衡圧力のシミュレーション

分子流領域はチェンバーの形状にのみ依存して流れ方が決まるので、チェンバーの形状を使って
平衡圧力をシミュレーションすることができる。我々は 2種類のシミュレーションを使って実験結
果と比較した。COMSOL® は有限要素法を用いた物理解析シミュレーションソフトである。平
衡状態に関する分子流のシミュレーションも可能で、チェンバーの形状を入力することで平衡圧
力の計算が可能である。Molflowは、CERNが提供しているモンテカルロ法を用いた真空シミュ
レーションソフトである。多数のガス分子の挙動をモンテカルロ法を使って計算し、平衡圧力や圧
力の時間変化もシミュレーション可能である。それぞれのシミュレーションでのシミュレーション
チェンバーの例を図 42、図 43に示す。どちらも供給口となる部分から放出するガス量を設定する

図 42 COMSOL のシミュレーションチ
ェンバー

図 43 Molflowのシミュレーションチェンバー

と、それらに応じた平衡圧力を計算する。

8.2 実験との比較

前述した通り、ある Qに対する Peq は実行排気速度 Se f f で関係付けられる。そこで、Qとそれ
に対する Peq のプロットを作成し、実験とシミュレーションで比較、排気速度を決定した。これら
のプロット上で傾きが 1/Se f f となるので、線形フィットよりそれぞれの排気速度を求めた。実験
はシミュレーションと無矛盾な結果を示した。COMSOL® は代数的な計算を行うので誤差は無
いが、Molflowは統計的な誤差が生じる。そこで COMSOL®の結果を採用して、その場所での
排気速度とした。
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8.2 実験との比較

図 44 farゲージでの実験結果
とシミュレーション

図 45 mid ゲージでの実験結
果とシミュレーション

図 46 near ゲージでの実験結
果とシミュレーション
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9 パルス的供給実験
次にパルスバルブを用いたガス導入時の圧力変化について予測と実測を行った。

9.1 圧力変化の理論予測

排気方程式の流量に時刻 t=0から Tまでガスを導入する条件

Q =

{
const . (0 ≤ t < T)
0 (t > T)

(9.1)

を付加すると、解は

P =


Q

Se f f

(
1 − e−

Se f f
V t

)
+ Pf (0 ≤ t < T)

P(t = T)e−
Se f f
V t + Pf (t > T)

(9.2)

となる。これをプロットしたものを図 47に示す。この圧力変化の特徴は (1)ピーク高さが Qに比

図 47 排気方程式からの圧力パルス予測

例する。(2)圧力上昇は極めて早く、ピーク後は指数関数的に減少することである。ガスの広がり
を拡散過程として捉えることもできる。圧力は定温時、密度に比例するのでそのまま

∂P
∂t
= D
∂2P
∂x2

(9.3)

とすれば良い。ここで拡散係数 Dは分子流条件の場合、

D =
λ

3
v̄ (9.4)

で、λ、̄v は分子の幾何学的平均自由行程、熱平均速度 (=471 m/s、N2)である。λは円菅の場合直
径となる。直径 200mmの円菅を一次元化して、初期条件として t=0から t=500(=T) µs の間に
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9.1 圧力変化の理論予測

x=0の端に圧力上昇 (=ガスの流入)が起きたとすると、解は

P =


P0

(
Er f c( x√

4Dt
)
)
+ Pf (0 ≤ t ≤ T)

P0

(
Er f c( x√

4Dt
) − Er f c( x√

4D(t−T )
)
)
+ Pf (t > T)

(9.5)

となる。これをプロットしたものを図 48に示す。この圧力変化には排気速度の項が入っていない

図 48 拡散方程式からの圧力パルス

ため、広がった後にポンプの作用で圧力が減少することは考慮されてない。しかし、真空中へ広が
る過程はポンプの作用がないままガスの拡散過程と考えられので、前半の立ち上がりは比較可能と
考えられる。

9.1.1 パルス流量の測定
パルス流量の測定の結果を示す。

図 49 パルス流量の測定時の圧力変化 (400 µs)。階段状になっており、1ステップが 1パルス
のガス導入による圧力上昇に対応する。
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9.2 パルス流量の誤差

表 5 各パルス流量の結果

バルブの開時間 [µs] 300 400 500 600

Qpulse[Pa · L/s] 283 1196 3098 7144

9.2 パルス流量の誤差

パルス流量の誤差について真空計での測定に伴う誤差が存在すると考えられる。それについて、
以下のように評価した。まず、∆Pについてここでの定義は 1番目と 10番目のガス導入後の圧力
P1、P10 を使って、

∆P = P10 − P1 (9.6)

となっている。そこで、i番目のパルスの流量を抜き出して、入れた順番や誤差を調べるため i番

図 50 パルス流量測定時の圧力変化と差圧の求め方

目の差圧 ∆Pi

∆Pi = Pi+1 − Pi (9.7)

を計算した。この時 10秒間隔でガスを打ち込んでいるが、後半５秒に関して平均と標準偏差をと
り Pi の値とその誤差 σi として計算した。∆Pi の誤差 σ∆Pi については上式の定義より、導入前後
で独立であると仮定して、

σ∆Pi,sys =

√
σ2
i + σ

2
i+1 (9.8)

として算出した。それらの結果を図 51に示す。さらに、導入前後の平均圧力の 15%を真空計の不
定性由来の誤差 σPi,unc. として導入して差圧の誤差を正の相関があると考えてその大きさを 1 と
して

σ∆Pi,unc. =

√
σ2
Pi,unc.

+ σ2
Pi+1,unc.

− 2σPi,unc.σPi+1,unc. (9.9)
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9.3 実測された圧力パルス

図 51 １パルスごとの差圧と測定誤差

表 6 使用した排気速度の値

測定場所 実行排気速度 (COMSOL)[L/s]

far 133

near 193

として計算した。これらの誤差をまとめた σ∆Pi を

σ∆Pi =
√
σ2
∆Pi,sys

+ σ2
∆Pi,unc.

(9.10)

とした。300µsと 600µsとの結果を図 52に示す。

9.3 実測された圧力パルス

10回分のパルスを重ね合わせた結果を場所ごとに図 53、図 54、図 55に示す。熱陰極電離真空
計について、10−4 Paを跨ぐたびにエミッション電流安定化のため 1秒の待機時間があり、この間
計測できない仕様となっていることがわかった。そのために計測結果がステップ状になっている。
冷陰極電離真空計についてはパルス圧力と考えられる圧力が測定されたため、これについて解析を
行った。
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9.4 圧力パルスの解析

図 52 300µs(左)と 600µs(右)の各パルスによる圧力上昇と平均値に対する相対誤差の大きさ

図 53 熱陰極電離真空計で観測された圧力パルス

9.4 圧力パルスの解析

まず、期待されるパルス圧力 (図 56) と比較したところ実測されたパルス (図 57) はピーク高
さが約 1/500で、元の圧力に戻るのに約 8秒ほどかかっている。特に圧力の変化スピードが鈍く
なっていることが分かった。これは真空計の応答によるものと考えられる。そこで、真空計の応答
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9.5 供給バルブの変更

図 54 冷陰極電離真空計 (far)で観測された圧
力パルス

図 55 冷陰極電離真空計 (near) で観測された
圧力パルス

図 56 期待される圧力パルス
図 57 測定された圧力パルス

G(t)を考慮して、期待される圧力 P(t)との convolution

H(t) =
∫

P(t − τ)G(τ)dτ (9.11)

を計算して、フィットを行った。
その結果と測定結果を比較したもの図 58を示す。応答関数には delayed Gaussian

G(t) = 1
√
2πσ

exp

(
t + tof f set

)2
2σ2

(9.12)

を使用した。現在までに測定結果を再現する応答関数は見つかっていない。
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9.5 供給バルブの変更

図 58 convolution結果と実測パルス

(a)シンプルバルブ
(b)シンプルバルブ +コネクション

図 59 バルブを交換したガス供給部

9.5 供給バルブの変更

さらに供給部のバリアブルリークバルブを構造の単純なバルブ (以下シンプルバルブと呼称)や、
間に細い管を通した時 (シンプルバルブ +コネクションと呼称)を導入した場合の圧力変化につい
ても同様に測定した。この時にパルス圧力に変化が見られた。バリアリークバルブとの比較を示
す。構造が簡単なシンプルバルブにすると圧力の波形が幅 · ピーク共に減少していることがわか
る。これにより、ガス導入部の形状によって圧力が変化することがわかった。ガスの流れの変化が
起き、測定に影響を与えていると考えられるがガス導入部の圧力領域は粘性ないし遷移領域であ
り。その解析は非常に難しいと考えられる。そこで、特定のバルブにおける波形情報から、測定に
ついて何らかの情報を得られないか相関を見ることにした。
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9.6 圧力パルスの相関

(a)farゲージ、300 µsの各パルス比較 (b)farゲージ、600 µsの各パルス比較

(c)nearゲージ、300 µsの各パルス比較 (d)nearゲージ、600 µsの各パルス比較
図 60 各パルスの比較

9.6 圧力パルスの相関

10 パルス分の平均パルスを作り、各パルスとの時間ごとの差を取って変動量とし、far と near

ゲージの相関の有無を調べた。10パルスの平均は各パルスデータを時間ごとに足し上げていきそ
の個数で割って得た。その結果を図 61に示す。この平均パルスを基準に各パルスとの差を書く時
間ごとに取っていき、横軸に far、縦軸に near として相関プロットしたものを図 62、図 63 に示
す。この時相対的な変動を使った。つまり

(パルスの変動 ) =
(
各パルス

)
−
(
平均パルス

)(
平均パルス

) (9.13)

である。相関に使った部分が閾値のタイミングである 0.8秒から 5秒間のデータである。 シンプ
ルバルブの圧力パルスについてバリアリークバルブと同様に平均パルスを作り、各圧力パルスの変
動を計算して、分散図を作成した。その結果を図 64、図 65に示す。 farと nearの相関は正の相
関が期待されるが、負の相関が一部に見られた。また変動の大きさは最大で 60% ほどであった。
チェンバー内を流れるガス流の変動が測定値に現れているのなら、正の相関が見えると考えられ

44



9.6 圧力パルスの相関

図 61 平均パルス

図 62 バリアブルリークバルブにおける 300µsの散布図とパルスごとの相関係数

る。また、10−5 Pa台での観測されうる圧力変動は単位面積、単位時間あたりにやってくる分子数

Γ =
1

4
nv̄ =

Pv̄
kBT

(9.14)

および v̄ = 471 m/s、kB = 1.38 × 10−23 J/K、T=293 Kを使うと、単位面積当たりの分子数の変
動は 10−5%以下であると考えられる。これらの結果から、パルスの変動は導入ガス由来とは考え
にくい。そのため真空計自身の変動が大きいと考えられる。なぜ、シンプルバルブの 600µs の結
果にのみ相関がはっきりと現れたのかについては調査中である。
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9.6 圧力パルスの相関

図 63 バリアブルリークバルブにおける 600µsの散布図とパルスごとの相関係数

図 64 シンプルバルブでの 300µsの散布図とパルスごとの相関係数

図 65 シンプルバルブでの 600µsの散布図とパルスごとの相関係数
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10 分子流下のシミュレーション
分子流の時間変化を追いかけるには排気方程式では不十分な場合がある。例えば真空系が細長い
管形をしている場合、圧力が一様になる速度が排気時間のスケールに匹敵することがある。その時
は、排気方程式に拡散項を加えて解かなければならない。

V
dP
dt
= −SP + V D

∂2P
∂x2
+Q(x, t) (10.1)

しかし、解析解を得られるのは限られた境界条件の時のみである。例えば、長さ Lの管の中点でデ
ルタ関数的なリーク Q = Q′δ(x)δ(t)があった場合、リーク箇所を x=0として

P(x, t) ∝
q′ exp

(
− x2

4Dt

)
√
2πDt

(10.2)

という圧力分布になる。一例を図 66に示す。そのため、複雑な形状や比較的短い形をしているテ

図 66 長い円形管の中央 (x=0)においてデルタ関数的なリークが発生した場合の圧力分布

ストチェンバーにおける圧力分布の変化についてはMonte-Carlo法によるシミュレーションによ
る予測を行った。

10.1 真空系におけるMonte-Carlo法

真空系のシミュレーションとして使われるMonte-Carlo法は理想気体分子を模した粒子が壁で
反射する様子を確率的に取り扱って、真空気体の流れを計算する。壁での反射則は余弦則が使われ
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10.2 シミュレーションモデル

る。壁の微小面積 dSにやってきた粒子が壁面に垂直な軸から θ の角度で飛び出すとき、飛び出す
粒子の数は cos θ に比例する。この時どこから飛来したかには依存しない。この時の粒子の運動量
変化から、壁面に与えた圧力を計算する仕組みになっている。余弦則 (図 67)は多くの真空材料で

図 67 余弦則

成り立つと考えられており、これがないと真空容器内の圧力が一様にならないことからも支持され
ている経験則である (図 68)。これに基づいて粒子の反射を計算する。また、粒子の壁面の滞在時

図 68 左から余弦則、一様、cos5 の反射則で計算した時の圧力分布の例 (Molflowより)

間においては N2 とテストチェンバーの構成材料であるステンレスとの相互作用が小さいため十分
に無視できると考えた。今回、欧州合同原子核研究機構 (CERN)が提供する真空シミュレーショ
ンソフトMolflow+を使用して計算した。

10.2 シミュレーションモデル

テストチェンバーの 3Dモデルを CADを用いて作成した。寸法とシミュレーションモデルは図
69、図 70の通りである。 シミュレーションチェンバーは面で構成されており、面の物理状態 (ガ
ス放出、反射、排気)を設定することができる。図のようにガス導入面、ガス排気面を設定して計
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10.2 シミュレーションモデル

図 69 テストチェンバーの寸法

図 70 Molflowに取り込んだシミュレーションチェンバー

算を行った。ガス導入面からは実験での測定 (表 5) を参考にしてガスを導入した。排気面では使
用しているターボ分子ポンプの排気速度 (210 L/s)を設定した。圧力の取得は真空計の位置に合わ
せて図の far、mid、nearの位置で行った。
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10.3 シミュレーション結果

10.3 シミュレーション結果

シミュレーション結果と 9 章で使用したパルス圧力変化による予測との比較を各場所ごとに図
71、図 72、図 73に示す。 Molflowによる計算結果からは farで予測よりも高い圧力ピークを示し

図 71 farでのシミュレーション (点)と予測 (線)

図 72 midでのシミュレーション (点)と予測 (線)

たが、排気速度に関してはシミュレーションでは farが若干早く、nearが遅く示された。midでは
予測と圧力の減少速度がほぼ一致した。一方、予測線の排気速度を全て midで得られた値で再度
比較したところ、全ての場所での結果がピーク部分を除いて一致した (図 74、図 75)。このことか
ら、Molflowではパルスで導入したガスがチェンバー内で一様に排気されていることが分かった。
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10.3 シミュレーション結果

図 73 nearでのシミュレーション (点)と予測 (線)

その理由については、ガスの拡散が早く、チェンバー全体が一つの体積空間としてみなせるためと
考えられるが、詳しい内容は現在調査中である。

図 74 予測線 (S=157L/s)と farでのMolflowの結果との比較
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10.3 シミュレーション結果

図 75 予測線 (S=157L/s)と nearでのMolflowの結果との比較
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11 結論
長基線 ·加速器ニュートリノ振動実験 (T2K実験)は 2010年よりミューニュートリノ ·反ミュー
ニュートリノにおけるニュートリノ振動 (νµ → νeおよびν̄µ → ν̄e) の測定を行っている。その目
的はニュートリノにおける物質 · 反物質における CP 対称性の破れ (δCP) をニュートリノ振動
で測定することにある。2018 年 5 月現在、ニュートリノ振動における δCP が破れていることを
2σ(=95%)の信頼度で示している。将来、CP対称性が破れていることを 3σ=(99.7%)の信頼度で
測定するため、ニュートリノ振動事象の統計数向上に向けた様々な課題に取り組んでいる。その課
題に陽子ビームの増強が挙げられており、高強度陽子ビームの安全運転のために低損失なビームモ
ニターの開発が進められている。その一つとして、残留ガスからの蛍光を利用した Beam Induced

Fluorescence(BIF)モニターの研究開発が進められている。
BIFモニターを T2Kの陽子ビームラインに導入するにあたっては、現状の圧力 (10−5∼−6 Pa)で
は観測される光子数が不足するため、外部からガスを導入するシステムが必要となる。今回、上流
部の真空の保護と観測光量の確保の両方を満たすために、ガスをパルス状に導入する圧力システム
の構築を目指した。本論文ではテストチェンバーに設置されたパルスバルブを用いて、導入したガ
スの測定および解析を行った。まず、圧力の平衡状態に関する実験を行い、導入されるガスの実行
排気速度を決定した。これとパルス的にガスを導入した時のガス流量を用いて、テストチェンバー
内の圧力変化を予測し、実際に測定された圧力変化と比較した。圧力パルスの実測と予測には大き
な差が存在し、その差を理解するため、convolutionによる解析を行った。また、ガス導入部の変
更に伴って、圧力パルスが変化することが判明した。そこで、波形情報から 2点の測定位置から圧
力変化の相関の有無について調査した。また、測定量 (パルス流量と測定圧力)に関する誤差評価
も行ったところ、少なくとも 20∼30%の誤差で測定されていることがわかった。Monte-Carlo法
を用いたテストチェンバー内の圧力の時間発展を計算したところ、圧力の減少速度に関しては概ね
排気方程式からの予測と一致することが判明した。これらの結果からテストチェンバー内部の圧力
が測定されていると考えられるものの、導入部のガスの流れや真空系の時間に関する応答性の理解
が必要なことがわかった。
今後は実際のビームラインを模した長い系での圧力変化の実測のため、全長 3 mのテストチェ
ンバーを使った圧力パルスの測定を行い、実際のビームラインでの圧力変化の参考にする実験を行
う予定である。
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付録 A 真空基礎概論
A.1 真空の区分

一般に加速器等で使われる真空とは大気圧
(
およそ 105 Pa

)
より低い圧力のことを指す。一般的

な真空の区分を以下に示す。

表 7 真空の区分

真空の区分 圧力 [Pa]

低真空 105 ∼ 102

中真空 102 ∼ 10−1

高真空 10−1 ∼ 10−5

温度一定の場合、圧力が低くなるにつれて、気体分子の自由平均行程が長くなる。加速器での真
空ではチェンバーの大きさに匹敵するようになる。この状態では気体分子間の相互作用働かず、壁
との相互作用のみなる。この様子を表したのがクヌーセン数 Kn で、以下のように表される。

Kn =
λ

D
≃ 6.67 × 10−3

PD[Pa ·m]

Pは圧力。Dは容器の代表長さで、円管の場合、直径に匹敵する。一般に Kn > 0.3で分子流的な
、Kn < 0.01で粘性流的な振る舞いをする。中間領域 (0.01 < Kn < 0.3)では遷移領域と呼ばれ、複
雑な流れを示す。我々が今回対象とするのは主に分子流領域になる。

A.2 分子流とコンダクタンス

分子流領域では分子間の相互作用はほとんどなく、平均自由行程がチェンバーほどの大きさとな
る。そのため、壁との相互作用のみを考えてよく、壁との衝突の様子はよく余弦則が使われる。こ
れは単位面積の壁に垂直な軸から角度 θ で飛び出す分子数 Nが N ∝ cos θ となる経験則で、多く
の真空容器 (材料)で成り立つ式である。これに基づいて、半径 a、長さ Lの菅を流れる量は流量
Q(単位は Pa · L/s)を用いて

Q = C∆P =
2

3
πv̄

a3

L
∆P

となる。ここで ∆Pは菅の両端の圧力差、̄vは分子の熱平均速度 (窒素の場合、471m/s)、C(= 2
3πv̄

a3

L )

は菅のコンダクタンスである。真空で圧力は密度と同等と見なされるので、∆P は密度差による物
質移動項とみなせる。一方コンダクタンスは密度差による物質移動のしやすさを表した係数だと考
えられ、分子流の場合菅の半径と長さ、一般的に言えば形状にのみ依存することになる。
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A.3 排気速度とコンダクタンス

A.3 排気速度とコンダクタンス

排気速度 Sのポンプを体積 Vのチェンバーにつないである時、チェンバーの圧力 Pは次の排気
方程式に従う。

V
dP
dt
= −SP +Q

ここで Sは単位が L/sの排気速度である。この時、ポンプがコンダクタンス Cの菅に繋がれてい
る場合、実行排気速度 Se f f は

Se f f =
SC

S + C

とポンプの排気速度 Sとコンダクタンス Cの並列和によって表される。

A.4 壁面を叩く分子数

単位面積 · 時間あたり壁面を叩く分子数は圧力に比例する。気体分子の速度がが Maxwell-

BoltzMann分布 f(v)に従っている時、微小面積 dSにやってくる分子数 dNは

図 76 微小面積にやってくる分子の流れ

dN = n f (v)dΩ
4π

v cos θdSdt
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と表せる。ここで nは分子密度、Ωは立体角、θ は壁に垂直な軸からの角度である。このうち立体
角と分子の速度に関して積分を実行すると、

dΓ =
∫
v,Ω

n f (v)
[

dΩ
4π

v cos θ

]
dSdt[∫ ∞

0

nv f (v)dv
∫ π

2

0

cos θ sin θ

2
dθ

]
dSdt

n
4
v̄dSdt

∴ Γ = 1

4
nv̄ =

v̄P
4kBT

= 3.12 × 1018[個 /cm2]

となる。
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